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運営適正化委員会における相談員業務の現状と課題
 千葉　真弓
　本研究は、運営適正化委員会（以下、適正化委員会）
事務局並びに事務局相談員（以下、相談員）に対する
実態調査を行い、苦情等受付対応の実態を把握したう
えで課題を抽出し、今後の苦情対応方法や相談員に対
する支援のあり方について論じるとともに、苦情及び
一般相談への対応の指針を提案することを目的とした。
　はじめに、適正化委員会のあらましと事業実施状況
を概観した後、量的調査①「都道府県運営適正化委員
会事務局における相談対応等に関する調査」の結果か
ら、「委員会事務局における苦情・一般相談対応の実
態」を明らかにした。調査の結果から、少人数による
事務局体制や兼務者が相当数存在することが明らかに
なり、早急に対策を講じる必要性が認められた。
　平成 26 年度の苦情相談受付状況については、受付
総数全体のうち対象外の相談（以下、一般相談）が占
める割合は約半数で、一般相談が受付総数の 4 割以上
を占めている都道府県は 6 割に上っていた。限られた
人的資源のなか、本来業務に支障をきたすことのない
よう、事務局内はもとより、全国において標準化され
た対応がなされるための議論が求められる。
　次に、量的調査②「都道府県運営適正化委員会事務
局相談員ニーズ調査」の結果から、「コンジョイント
分析」を行い、相談員の課題及び支援ニーズを検討し
た。
　総括すると、全社協レベルにおいては、「①全国研
修の開催場所を各ブロックとし、都道府県適正化委員
会と共同で企画すること」「②都道府県における相談
対応の標準化を図ること」、設置者である都道府県社
会福祉協議会レベルにおいては、設置要綱を今一度確
認したうえで、「③専従の相談員を複数配置（増員）し、
他部署との連絡・連携体制を強化することで、ケース
の抱え込みを防ぐこと」といった支援が求められてい
ることが明らかになった。また、事務局レベルにおい
ては「④一般相談の対応に関するルールを見直すとと
もに、困難事例対策を講じること」の重要性も示され
た。
　最後に、本研究の成果物として、「運営適正化委員
会事務局における苦情及び一般相談への対応等の指
針」（21 項目）を提案した。

低所得世帯のリバースモーゲージに関する一考察
―不動産担保型生活資金の現状から―

 佐藤　雅子
　2002 年以降、長期生活支援資金（現：不動産担保
型生活資金）の貸付が実施されてきたが、日本型リバー
スモーゲージの福祉実践においては、扱いにくさが生
じている。利用者側からみたとき、生活保護世帯は、
借受人死亡後、自立できなかった子供等は住居を喪失
する可能性がある。一方、その支援を行う社会福祉協
議会は、生活福祉資金貸付制度が目指す利用者の「安
定した生活」を支え切れていない。この理由には、制
度転用の結果、生じている齟齬があるのではないか。
　日本が踏襲したイギリス、アメリカのリバースモー
ゲージは、市場原理を活用し、本来は「ハウスリッチ・
キャッシュプア」の所得層を対象として高齢者の生活
費を確保する制度である。しかし、日本にプログラム
トランスプラントされる際に低所得世帯を対象とする
福祉制度として位置づけられ、2006 年には、最貧困
層である生活保護世帯の資産活用を意図したものへ制
度転用され、その目的自体が変化した。低所得層ほど
その担保不動産は低額であるため、市場原理は十分に
機能せず、本制度が利用者に対してその住生活を保障
できる期間は短く、生活上のリスクを伴うものとなら
ざるを得ない。
　一方、社会的正統性の観点からすると、少子高齢化
社会の進展や、空家の増加等の社会問題に対応しつつ、
福祉国家を維持するため、リバースモーゲージに対す
る社会的・経済的期待は大きい。不動産担保型生活資
金の現状を評価するなら、その社会的正統性は一定程
度保たれつつも、制度利用者の個別性には十分対応で
きていないと思われる。
　このため、本研究では、本制度を利用者や社会福祉
協議会職員側の視座から捉え直すことを試みた。制度
転用の結果、生じているひずみに対処するため、本制
度利用者のデータを踏まえ、より住生活保障が可能な
制度に近づくために修正が必要と思われる主要な「基
準設定」（Ａ対象世帯の基準、Ｂ貸付金の限度額に関
する基準、Ｃ貸付方法に関する基準）と、期待される
社会福祉協議会の「運用実践」について考察を行った。
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